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「ゼロ予算事業」に関する取り組み（平成２６年度） 

 

本区では、既存の人材や施設などを活用し、特段の予算措置を行わず、職員の新た

な発想や創意工夫により区民サービスの向上を図る取り組み（ゼロ予算事業）を行っ

ています。 

 

＜ゼロ予算事業とは（台東区における定義）＞ 

既存の人材・施設（機材）、情報発信機能、町会や関係団体などのネットワーク

を活用し、特段の予算措置を行わず、職員の新たな発想や創意工夫により区民サ

ービスの向上を図る取り組み 

【補足説明】 

○区民や区内事業者、来街者などを対象として行う事業とし、内部管理的事務に

ついては対象外とする。 

○職員の創意工夫等により実施する事業とし、各所管課における本来業務（通常

業務）は対象外とする。 

○既存の職員や施設などを活用することで、別途、新たな予算措置を伴わない事

業とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆次頁以降に各課における取り組みを掲載しています。ご参照ください。 

人材 
施設 

（機材） 

情報発信機能 

（ＨＰなど） 

ネットワーク 

職員の新たな発想 
創意工夫 

特段の予算措置を伴わずに区民サービスを向上 



1 日曜開庁・水曜窓口延長

毎月第３日曜日に窓口を開庁（９時～１７時）。
６課（区民課、税務課、収納課、戸籍住民サービス課、子育て支援
課、国民健康保険課）の窓口で実施。

毎週水曜日に窓口を延長（１９時まで）。
１０課（区民課、税務課、収納課、戸籍住民サービス課、子育て支援
課、国民健康保険課、高齢福祉課、介護保険課、障害福祉課、児童保
育課）の窓口と３区民事務所で実施。

区民課、税務課、収納課、
戸籍住民サービス課、
子育て支援課、
国民健康保険課、
高齢福祉課、介護保険課、
障害福祉課、児童保育課

①②

(
5
1
)

2 外国語対応協力職員制度

語学力を有する職員を外国語対応協力職員として登録し、各部署で外
国語対応の必要が生じたときに、協力を依頼できる制度。
区役所業務に係る外国人と職員間の簡単な通訳、簡易な外国語資料の
内容確認等を行い、職員個々の能力を活用しながら、外国人への行政
サービスの充実を図る。

人事課 ①

3 避難所運営委員会
区内４５カ所の避難所ごとに各町会役員を集め、避難所の円滑な運営
を目的に、区と各町会とで協議を行う。

災害対策課 ①②④

4 たいとう安全・安心かわら版
犯罪被害に遭わないよう、登録団体（町会）の協力のもと、犯罪情報
等をＦＡＸにて速やかに通知し、町会掲示板への貼付を実施。

生活安全推進課 ④

「ゼロ予算事業」一覧（平成２６年度）

【分類】①既存の人材を活用、②既存の施設（機材）を活用、③情報発信機能を活用、④ネットワークを活用、⑤その他

№ 事業（業務）名称 事業内容（概要） 課名 分類



【分類】①既存の人材を活用、②既存の施設（機材）を活用、③情報発信機能を活用、④ネットワークを活用、⑤その他

№ 事業（業務）名称 事業内容（概要） 課名 分類

5
「こんにちはタイム」
「夕焼けタイム」

防災無線を活用し、下校時に地域の見守りを呼びかける放送を行うこ
とにより、区民の子供の安全に関する意識啓発及び通学路等の安全確
保を実施。
また、地域の治安を良好に保ち、安全で安心なまちづくりを進めてい
くために、安全・安心全般に関する呼びかけを実施。

「こんにちはタイム」…毎週（水）午後1時放送
「夕焼けタイム」…（月）～（金）
　　　　　　　　　　3月～10月　午後5時放送
　　　　　　　　　 11月～ 2月　午後4時30分放送

生活安全推進課 ②

(
5
2
) 6

青色回転灯付パトロール車の夜
間貸出

地域の犯罪抑止を図るため、自主防犯団体の行う防犯パトロールに対
して、「子どもの安全」巡回パトロール事業で使用する青色回転灯付
パトロール車を本業務時間外に貸出。

生活安全推進課 ②

7 消費生活に関する出前講座
消費生活に関して、区民の方の関心やご要望をお聞きし、それに沿っ
た形で消費生活相談員が出向き講座を実施。

くらしの相談課 ①②

8 消費者ビデオライブラリー
学習会や社員研修、学校教材等に役立ててもらうため、消費生活に関
する啓発ビデオやDVDの貸し出しを実施。

くらしの相談課 ②

9
特別対策事業
（休日窓口開庁）

住民税の第1期から第4期の納期限に合わせた6月、8月、10月、1月の
最終土曜日に、税や保険料の納付窓口を設置（9時から17時）。

収納課、国民健康保険課 ①②

10 台東区製造業ガイド
区内企業（製造業）の情報を台東区のホームページで紹介。
※区内企業からの申請を受け、職員が登録・更新作業を実施

産業振興課 ①③



【分類】①既存の人材を活用、②既存の施設（機材）を活用、③情報発信機能を活用、④ネットワークを活用、⑤その他

№ 事業（業務）名称 事業内容（概要） 課名 分類

11 出前説明会
台東区内に事業所を構える事業者の希望に応じ、産業振興課職員が訪
問し、融資制度・商工相談・中小企業支援助成事業など産業振興事業
について、内容をわかりやすく説明する。

産業振興課 ①

12 観光写真のデータ提供 観光写真のデジタルデータを出版社などに提供 観光課 ①②③④

13 ＳＮＳによる情報発信

台東区の最新観光情報などを日々「ツイッター」及び「フェイスブッ
ク」で発信。また、ツイッターの記事を浅草文化観光センターの案内
スタッフが中国語（簡体）に翻訳し、中国版ツイッター「Ｗｅｉｂ
ｏ」で情報発信

観光課 ①②③④

　
(
5
3
)

14
国・他自治体・事業者との連携
事業

隅田川ルネサンス　(東京都)
下町創生協議会　(墨田区、江東区、東京スカイツリー®)
日光歴史街道サミット (旧日光街道沿いの県市区町村)

観光課 ①②③④

15 民間アプリを活用した情報提供
民間企業の開発したスマートフォンアプリを利用し、台東区の歴史・
文化・産業などの観光情報や街歩きルートなどを紹介

観光課 ①②③④

16
台東区介護サービス事業者
（所）求人情報提供事業

台東区の公式ホームページと介護サービス事業者（所）のホームペー
ジとを連携し、求人情報の提供を行うことにより、本区の事業者の人
材確保及び事業者就業希望者への支援を実施。

介護保険課 ①③

17
国民健康保険加入者に対する保
養施設の斡旋

国民健康保険加入者に、一般料金より安く利用できるよう、関東近県
の宿泊施設と契約。

国民健康保険課 ②



【分類】①既存の人材を活用、②既存の施設（機材）を活用、③情報発信機能を活用、④ネットワークを活用、⑤その他

№ 事業（業務）名称 事業内容（概要） 課名 分類

18 環境メールマガジン配信
環境清掃部関連の情報を毎月中旬ごろ配信。環境関連イベントや、環
境案内人（エコガイド）などを通じて購読希望者を募集。
対象端末はパソコン、スマートフォン。

環境課 ③

19 緑の募金活動
5月を緑の募金月間として、町会や区民、区役所職員に募金を働きか
けるほか、緑の募金交付金の申請手続等を実施。

環境課 ①

20
使用済みインクカートリッジ回
収箱設置

区施設４箇所の出入り口付近に回収箱を設置し、使用済みインクカー
トリッジの回収を促進。

清掃リサイクル課 ②

(
5
4
)

21 フリーマーケット開催の後援
区内の公園で開催されるフリーマーケットの後援として、区立公園の
占有許可の代行や広報誌による出店者募集などの周知を実施（開催回
数13回）。

清掃リサイクル課 ①②③

22 ひと声収集

高齢または身体に障害があるなどの理由で、ごみを出すことが困難な
方の自宅玄関前まで清掃職員がうかがい、声掛けしながらごみを収
集。
ごみが出ていない日や新聞受けに新聞がたまっている場合等で、声掛
けをしても返答が無い場合には、関係者及び福祉関係機関に連絡。

台東清掃事務所 ①

23 クリーンローラー作戦
清掃職員が月に2回、通常のごみ収集を終えた後の時間を利用し、清
川一・二丁目周辺及び浅草駅周辺の歩道などに捨てられたポイ捨てご
みの自主清掃を実施。

台東清掃事務所 ①



【分類】①既存の人材を活用、②既存の施設（機材）を活用、③情報発信機能を活用、④ネットワークを活用、⑤その他

№ 事業（業務）名称 事業内容（概要） 課名 分類

24
ボランティア活動に伴うごみの
収集

学校の生徒有志による道路清掃や、町内会主催の盆踊りなどの地域的
なボランティア（無償奉仕）活動により一時的に大量のごみを排出す
る場合、ボランティアシールを交付し、処理手数料を免除の上ごみを
収集。

台東清掃事務所 ①②

25 七夕飾り用の竹提供
区内の幼稚園、保育園、認証保育所に七夕飾り用として隅田公園の竹
を提供。

公園課 ①②

 
 
(
5
5
)

26
教育相談室の土曜相談・水曜日
相談時間延長

毎月第２、４土曜日に来所相談及び電話相談を実施。
（来所相談：９時３０分～１７時３０分）
（電話相談：９時３０分～１６時３０分）

毎週水曜日に相談時間を延長。（１８時３０分まで）

教育支援館 ①②

27 学校教育情報室の土曜開室 毎月第１、３土曜日に学校教育情報室を開室。（９時～１７時） 教育支援館 ①②
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0

1,587
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（注１）平成25年度から、臨時財政対策債発行可能額の算出方法の見直しにより、特別区においては、発行可能額が皆減となっている。

10.08 17,453 175,928 27.4.1

（ 台 東 区 ）

国 調 人 口 面 積 人 口 密 度 人 口 集 中 地 区 人 口 人 口

190,363

17年　 165,186 10.08 16,388 165,186 26.4.1 188,104

22年　 175,928

区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 増 減 率 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度

千円

歳 入 総 額 Ａ 96,842,478 91,885,466 5.4 基 準 財 政 需 要 額 47,224,803 45,122,199

歳 出 総 額 Ｂ 92,370,499 87,643,384 5.4 基 準 財 政 収 入 額 20,440,051 19,434,630

歳 入 歳 出 差 引 額
Ｃ 4,471,979 4,242,082 5.4 標 準 財 政 規 模 50,543,128 48,356,464

（ Ａ ） － （ Ｂ ）

翌 年 度 に 繰 り
Ｄ 125,038 12,800 876.9

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

― ―
越 す べ き 財 源

実 質 収 支
（ Ｃ ） － （ Ｄ ）

Ｅ 4,346,941 4,229,282 2.8 財 政 力 指 数 0.43 0.43

単 年 度 収 支 Ｆ 117,659 1,162,862 実 質 収 支 比 率 8.6 8.7

積 立 金 Ｇ 92,140 183,541 △ 49.8 経 常 収 支 比 率 86.1 86.7

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0 ― 地 方 債 現 在 高 14,448,220 15,607,024

積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ 0 0 0.0 債 務 負 担 行 為 額 215,939 2,999,132

実 質 単 年 度 収 支
Ｊ 209,799 1,346,403

 (F)+(G)+(H)-(I) 

  平  成  26  年  度  決  算  に  基  づ  く  健  全  化  判  断  比  率　 　
　※〔　〕書きは、早期健全化基準 

区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 区 分 平成26年度 平成25年度

実 質 赤 字 比 率
― ―

実 質 公 債 費 比 率
0.9 1.8

11.25 11.28 25.0 25.0

連 結 実 質 赤 字 比 率
― ―

将 来 負 担 比 率
― ―

16.25 16.28 350.0 350.0

職 員 数 等 の 状 況

積
　
　
立
　
　
金
　
　
の
　
　
状
　
　
況

区 分 財政調整基金 減 債 基 金
その他特定目的
基 金

職 員 数 給 料 月 額

25年度末
現在高

普
 
　
通
 
　
会
 
　
計

合 計

区 分

27.4.1 26.4.1

職 員 数
一 人 当 り 平 均 新規採用

職 員 数
一人当り平均

給 料 月 額

9,042,785 3,855,612 18,305,092 31,203,489一 般 職 員 1,526 301,878 59 307,209

119 302,403 0 305,634

26
年
度

積
立
額

取
崩
額

92,140 12,148 1,661,861 1,766,149

教育公務員 60 329,998 5 61 336,782

0 0 2,000 2,000
臨 時 職 員 0 ― 0 ―

小 計 1,586 302,942 64 308,346 調
整
額

0 0 0 0

その他の会計 93 273,317 3 93 277,706

26年度末
現在高

9,134,925 3,867,760 19,964,953 32,967,638
合 計 1,679 301,301 67 306,650

(56)



　　　　　　　　 区　名

決 算 額 構 成 比 増 減 率 構 成 比 一 般 財 源 等
経常収
支比率

千円 ％ ％ ％ 千円 ％

19,663,108 20.3 3.9 17.4 14,916,273 27.2

301,509 0.3 △ 4.9 11.4 9,698,412 18.0

269,372 0.3 1.9 1.5 1,380,984 2.0

341,251 0.4 89.5 35.6 8,881,488 16.5

287,805 0.3 22.5 3.8 3,467,714 6.5

4,050,679 4.2 14.2 3.8 3,467,714 6.5

0 0.0 ― 0.0 0 0.0

100,566 0.1△ 48.7 56.8 27,265,475 50.2

100,332 0.1 △ 1.8 14.3 11,044,268 18.5

30,057,943 31.0 6.6 1.0 856,871 1.6

普通交付金 26,784,752 27.7 4.3 6.2 5,001,957 6.7

特別交付金 3,273,191 3.4 30.7 1.9 1,675,877

24,581 0.0△ 13.6 0.0 0

　 55,197,146 57.0 6.2 2.2 669 0.0

574,218 0.6 1.7 8.8 7,337,275 9.1

2,569,460 2.7 △ 2.5 0.0 0 0.0

642,217 0.7 1.9 34.4 25,916,917 36.0

20,970,503 21.7 2.1 8.9 4,746,109○経常経費充当

6,680,455 6.9 △ 1.3 補助事業費 1.3 282,538　一般財源等

527,050 0.5 6.9 単独事業費 7.6 4,463,571 千円

79,709 0.1△ 13.4 うち人件費 0.3 224,578○歳入経常一般財源等

308,904 0.3△ 69.5 0.0 0 千円

4,242,082 4.4 33.8 0.0 0

3,000,734 3.1 △ 0.3 8.9 4,746,109

2,050,000 2.1 105.4

41,645,332 43.0 4.4

96,842,478 100.0 5.4 100.0 57,928,501

決 算 額 構 成 比 増 減 率 構 成 比 構 成 比 (%)

千円 ％ ％ 千円 ％ 82.1

672,650 0.7 3.2 1.2 0.3

12,190,106 13.2 22.0 16.8 17.7

49,157,917 53.2 2.0 39.5 0.0

7,732,932 8.4 2.7 11.1 0.0

152,346 0.2△ 38.2 0.2 0.0

0 0.0 ― 0.0 100.0

4,054,727 4.4 2.5 3.6

4,910,297 5.3 △ 5.2 6.8

1,420,026 1.5 5.3 1.3

8,571,177 9.3 18.3 13.4

0 0.0 0.0 0.0

3,508,321 3.8 6.1 6.0

0 0.0 ― 0.0 歳入 △ 1.5

歳出 △ 0.2

歳入 5.4

（注）「公営事業・公営企業会計」欄の「普通会計繰入繰出額」の単位は 歳出 7.7

　　　「千円」である。 歳入 3.3

歳出 3.6

歳入 ―

歳出 ―

歳入 △ 18.2

歳出 △ 18.2

歳入 5.2

歳出 5.2

台  東  区

歳　　　　　　　　　入 性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

区 分 区 分 決 算 額 増 減 率 経 常 一 般 財 源

千円 ％ 千円

特 別 区 税 人 件 費 16,043,577 3.7 14,584,898

地 方 譲 与 税 うち職員給 10,534,713 2.7 9,687,626

利 子 割 交 付 金 うち退職金 1,380,984 15.9 1,065,600

配 当 割 交 付 金 扶 助 費 32,883,444 1.5 8,879,621

株式等譲渡所得割
交 付 金

公 債 費 3,505,112 6.0 3,467,714

地方消費税交付金 元 利 償 還 金 3,505,112 6.0 3,467,714

ゴルフ場利用税交付金 一時借入金利子 0 ― 0

自動車取得税交付金 義 務 的 経 費 計 52,432,133 2.5 26,932,233

地方特例交付金等 物 件 費 13,182,696 9.0 9,929,169

財政調整交付金 維 持 補 修 費 908,058 3.5 856,871

補 助 費 等 5,692,204 2.9 3,614,862

積 立 金 1,766,149 △ 3.0

交通安全対策特別
交 付 金

投 資 ・ 出 資 金 0 ―

一 般 財 源 計 貸 付 金 2,065,003 △ 0.1 669

分担金・負担金 繰 出 金 8,127,153 △ 3.3 4,898,146

使 用 料 繰 上 充 用 金 0 ― 0

手 数 料 そ の 他 経 費 計 31,741,263 3.1 19,299,717

国 庫 支 出 金 普通建設事業費 8,197,103 44.1

都 支 出 金 1,177,421 △ 23.7

財 産 収 入 7,019,682 69.3 46,231,950

寄 附 金 279,630 △ 8.4

繰 入 金 災害復旧事業費 0 ― 53,681,800

繰 越 金 失業対策事業費 0 ―

諸 収 入 投 資 的 経 費 計 8,197,103 44.1

地 方 債

特 定 財 源 計

合 計 合 計 92,370,499 5.4

目　　　的　　　別　　　歳　　　出 特　　別　　区　　税

区 分 一 般 財 源 等 区 分 決 算 額 (千 円 ) 増 減 率 (%)

特 別 区 民 税 16,135,028 4.1

議 会 費 672,299 軽 自 動 車 税 52,428 2.3

総 務 費 9,722,971 特 別 区 た ば こ 税 3,472,030 3.4

民 生 費 22,910,704 鉱 産 税 0 ―

衛 生 費 6,444,859 入 湯 税 3,622 △ 28.8

労 働 費 134,344 法 定 外 普 通 税 0 ―

農 林 水 産 業 費 0 合 計 19,663,108 3.9

商 工 費 2,091,329 特 別 区 民 税 徴 収 率

土 木 費 3,934,342 現 年 課 税 分 (%)滞 納 繰 越 分 (%) 合　　計　(%)

消 防 費 758,510 98.2 37.8 95.0

教 育 費 7,788,220 公 営 事 業 ・ 公 営 企 業 会 計

災 害 復 旧 費 0
区 分 決  算  額 (千円)増 減 率 (%)

普 通 会 計

公 債 費 3,470,923 繰入繰出額

諸 支 出 金 0 国民健康保険 23,753,854 3,084,346

合 計 92,370,499 100.0 5.4 57,928,501 100.0
事 業 会 計 22,526,884 0

後期高齢者医療 2,891,881 554,549

事 業 会 計 2,775,241 178,195

介護保険事業 13,885,316 2,148,649

（保険事業） 13,710,514 63,863

介護保険事業 ― ―

（介護サービス） ― ―

公営企業会計 849,701 848,899

（ 駐 車 場 ） 434,486 64,846

（介護サービス） 849,701 0

公営企業会計 434,486 0

(57)
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【用語の説明】 

 

○普通会計 
 地方公共団体における地方公営事業会計（地方公共団体の経営する公営企業、国民健

康保険事業、後期高齢者医療事業、介護保険事業など）以外の会計で、一般会計のほか、

特別会計のうち地方公営事業会計に係るもの以外のものの純計額。 

 個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の統一的な掌

握及び比較が困難であることから、地方財政統計上便宜的に用いられる会計区分。 

 

※ 台東区では、現在、一般会計（想定企業会計として分別される特別養護老人ホーム

等の介護サービス事業、雷門地下駐車場等の駐車場整備事業に係る収支を除く）及

び病院施設会計により普通会計を構成している。 

 

○一般財源、一般財源等と特定財源 
 特別区の場合、「一般財源」は、特別区税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付

金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得

税交付金、地方特例交付金、特別区交付金、交通安全対策特別交付金をいう。 

 また、一般財源のほか、一般財源と同様に財源の使途が特定されず、どのような経費

にも使用できる財源を合わせたものを「一般財源等」という。これは、目的が特定され

ていない寄附金や売却目的が具体的事業に特定されない財産収入等が含まれる。 

 なお、一般財源、一般財源等とは逆に、財源の使途が特定されているものを「特定財

源」という。 

 

○実質収支 
 当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支（歳入歳出

差引額）から、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越、繰越明許費繰越等の財源を控除

した額。通常、「黒字団体」、「赤字団体」という場合は、実質収支の黒字、赤字により

判断する。 

 

○単年度収支 
 実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を控除した単年度の収

支のこと。具体的には、当該年度における実質収支から前年度の実質収支を差し引いた

額。 

 

○実質単年度収支 
 単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還

額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額。 
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○標準財政規模 
 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示

すもの。特別区税、地方譲与税、地方消費税交付金などのほか特別区財政調整交付金普

通交付金が加算される。また、臨時財政対策債の発行可能額についても含まれる。 

 

○財政力指数 
 地方公共団体の財政力を示す指数で、特別区財政調整交付金普通交付金の算定におけ

る基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値。 

 財政力指数が高いほど、算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があると

いえる。 

 

○実質収支比率 
 実質収支の標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む。）に対する割合をいう。 

 
○経常収支比率 

 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費

等のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源等の額

が、特別区税、特別区財政調整交付金普通交付金を中心とする毎年度経常的に収入され

る一般財源等（経常一般財源等）、減収補填特例分及び臨時財政対策債の合計額に占め

る割合。この指標は経常的経費に経常一般財源等がどの程度充当されているかを見るも

のであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 

 

○義務的経費 
 地方公共団体の支出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費。職員給与

等の人件費、生活保護費等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費からなっている。 

 

○投資的経費 
 道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等、社会資本の整備等に要する経費で

あり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費から構成されている。 

 

○財政調整基金と減債基金 
 財政調整基金は、地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。

また、減債基金は、地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けら

れる基金。 

 
○減収補填債 

 地方税の収入額が標準税収入額を下回る場合、その減収を補うために発行される地方

債。地方財政法第５条に規定する建設地方債として発行されるものと、建設地方債を発

行してもなお適正な財政運営を行うにつき必要とされる財源に不足を生ずると認めら

れる場合に、地方財政法第５条の特例として発行される特例分がある。 
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○臨時財政対策債 
 地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政

法第５条の特例として発行される地方債。地方財政計画における財源不足額を国と地方

で折半し、国負担分は一般会計から交付税特別会計への繰入、地方負担分は臨時財政対

策債により補填することとされている。 

 

○減税補てん債 
 個人住民税等の減税に伴う地方公共団体の減収額を埋めるため、地方財政法第５条の

特例として発行された地方債。個人住民税等に係る減税の廃止に伴い、平成１８年度を

もって終了した。 

 

○都区財政調整制度 
 特別区の存する区域には、行政上・税制上の特例があるほか、特別区相互間における

税源の著しい偏在や昼夜間人口の格差という地域特性がある。 

 これらを踏まえ、都区間の財源配分と特別区相互間の財源調整のため、都が賦課徴収

している市町村税のうち、固定資産税、市町村民税法人分及び特別土地保有税の３税（こ

れらを「調整税」という）の一定割合を財源として、特別区財政調整交付金が特別区に

交付されている。 

目的 … 都と特別区及び特別区相互間の財源の均衡化を図り、特別区の行政の自主

的かつ計画的な運営を確保する 

性格 … 調整税の一定割合は特別区の固有財源的性格を有するものであり、各区に

交付された交付金は各区の一般財源 

交付金の総額 … 調整税の収入額×５５％（４５％は都が行う大都市事務の財源） 

交付金の種類 … 普通交付金と特別交付金があり、交付金の総額に占める割合は、

普通交付金：特別交付金＝９５：５ 

交付金の算定 … 区別に基準財政需要額及び基準財政収入額を算定し、需要額が収

入額を超える区に対し、その超える額を普通交付金として交付 

＜平成１２年度の改正＞ 

 特別区が基礎的な自治体として位置付けられたことを踏まえ、財政運営の自主性・

自立性を高める観点から、総額補てん主義・納付金制度の廃止などの改正を行った。 

 また、都区間配分を中期的安定的なものとし、清掃事業移管などを踏まえ、特別区

の配分割合を４４％から５２％に変更した。 

＜平成１９年度の改正＞ 

 平成１２年度の都区制度改革の実施にあたり、「役割分担を踏まえた財源配分のあり

方」をはじめとして、５つの課題（＝「主要５課題」）が積み残された。この課題につ

いては、最終的に１８年度の都区協議会において、三位一体改革の影響に対して配分

割合の変更で対応することなどにより合意に至った。 

 この合意を踏まえ、特別区の配分割合を５２％から５５％に変更した。 


